
地域未来戦略及び

エッセンシャルサービス産業政策について

２０２６年６月

北海道経済産業局 企画調査課

1



2

１．地域未来戦略について
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地域未来戦略の全体像
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地域未来戦略における３つの類型



半導体・AI、GX・洋上風力、宇宙、食･観光の4分野で、産業クラスター形成を目指し、インフラ整備、人材確保･育成、
規制緩和等と一体となった投資促進を行う。
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北海道の戦略産業クラスター計画の素案



●インフラ：工業団地造成及び関連インフラ整備（工業用水、上下水道、
電力、通信、鉄道、道路、港湾、空港など）。

●人材：産学連携による高度人材の育成・確保。
●規制改革：半導体産業の集積やスマートAI農業の実装に向けた規制緩和。

●サプライチェーン：道内外半導体関連企業との取引拡大支援や道内も
のづくり企業の高度化支援等。

●研究開発：最先端半導体に関する国際的な研究開発拠点の整備。

●スタートアップ支援構想：AI･GX関連スタートアップ拠点の整備及び
GX /AI金融・資産運用特区による金融機能強化。

必要な取組・インフラ

●千歳市でRapidus(株)が次世代半導体工場を建設中。関連する企業が周辺工業団地に進出する動きがあるほか、
道内企業によるサプライチェーン参画に向けた動きも活発化。

●ソフトバンク(株)が苫小牧市に世界に誇る計算基盤を持つデータセンターと国際海底ケーブルの陸揚げ局を建
設中のほか、石狩市にはさくらインターネット(株)等がデータセンターを運営中。

●十勝地域においては、スマートAI農業の実装に向けた規制緩和の動きが進展。
●札幌市がGX・AIスタートアップ拠点の整備を検討中。

集積への動き

◆北海道半導体・AI産業クラスター
Rapidus(株)が立地する千
歳市及びスタートアップ拠
点構想がある札幌市を含み、
一定の製造業・IT企業の基
盤を有する道央圏、スマー
トAI農業の実装基盤を有す
る十勝地域を中心とするク
ラスター。

＜ステークホルダー＞
※半導体関連：北海道新産業創造機構（ANIC）、北海道バレービジョン協議会（事務局：北海道経済連合

会）、北海道半導体人材育成等推進協議会（事務局：北海道経済産業局） 等
※スタートアップ関連：STARTUP HOKKAIDO実行委員会（札幌市・北海道・北海道経済産業局等）、

HSFC（主幹機関：北海道大学等） 等
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北海道半導体・AI産業クラスター



●インフラ：打ち上げ頻度の増加、複数ユーザーの使用に対応した共用射場
整備。関連産業集積のための工業団地造成及び関連インフラ整
備（試験設備・燃料供給、道路、通信等）。

●人材：産学連携による高度人材の育成・確保。
●規制改革：打上げ・開発試験関連の規制緩和。

●サプライチェーン：宇宙関連企業による道内調達拡大に向けた支援等。
●データ利活用：ソリューション開発及びユースケースの開拓。

●大樹町には北海道スペースポート（HOSPO）として、インターステラテクノロジズ(株)が運用するロケット射
場（LC0）及び町が保有する1300m滑走路が整備済。2026年10月の運用開始を目指し、新たな射場（LC1）を
建設中。

●LC1の優先事業者であるインターステラテクノロジズ(株)は大樹町及び帯広市に開発や組立のための拠点を設置。
2026年度以降の打ち上げを目指し、小型人工衛星打上げロケット「ZERO」を開発中。

●また、同社はトヨタ自動車北海道(株)（苫小牧）とエンジンの開発・供給で連携しているほか、室蘭工業大学と
包括連携協定を締結し、学内に研究開発拠点を設置。

●このほか、道内事業者が、衛星データ等を活用した農業やインフラ等向けのソリューションを開発中。

◆北海道宇宙産業クラスター

射場を有する大樹町を含む道東地域及
び製造業・IT企業の基盤を有する道
央・空知地域を中心とするクラスター。

＜ステークホルダー＞
※北海道宇宙関連ビジネス創出連携会議（事務局：北海道）、北海道航空宇宙ビジネスネットワーク（事務局：(一社)北海道機械工業会）、
室蘭航空宇宙産業ネットワーク（事務局：(公財)室蘭テクノセンター） 等

集積への動き

必要な取組・インフラ

7

北海道宇宙産業クラスター



●インフラ：洋上風力発電の建設・保守等のための港湾インフラ、道路・通信等の整
備。道外に電力を移送するための直流送電線の建設・道内送電網の強化・レジリエンス
の確保。

●人材：産学連携による人材育成・確保。

●サプライチェーン：GX ・洋上風力サプライチェーン参画企業の拡大。

●GX/AI金融・資産運用特区との連携：GX関連プロジェクトへの金融支援。

●エネルギーマネジメントシステム：積雪寒冷都市型・地産地消エネルギーモデル。

●松前沖・檜山沖が洋上風力の促進区域に指定済み。また、他に複数の地域が有望区域等に整理。
●函館港及び室蘭港がSEP船※の母港となったほか、鉄鋼業・金属加工産業等の集積がある室蘭市を中心に風力発
電関連の部材製造や組み立ての拠点化に向けた協議会が設置。※自己昇降式作業台船（SEP：Self-Elevating Platform）

●北海道電力は、洋上風力発電のメンテナンス人材のトレーニングセンターを道南地域に設置する意向を表明。
●ソフトバンク(株)が大型データセンターを建設中（苫小牧市）の他、さくらインターネット(株)等が大型データ
センターを運営中（石狩市）。その他、各地で再生可能エネルギーを活用した中規模データセンターが計画。

◆北海道GX・洋上風力
産業クラスター

洋上風力促進区域等に近接し、
大規模港湾及び一定の製造業
の基盤を有する道南及び道央
のクラスター。その他、再エ
ネを活用した産業立地計画が
ある地域。

さくらインターネット
データセンター
（石狩市）

ソフトバンク
苫小牧AIデータセンター

（苫小牧市）

●北海道電力(株)泊原子力発電所の再稼働については、2025年7月に
原子炉設置変更許可を取得。また、同社が苫東厚真発電所のアンモ
ニアへの燃料転換及び関連インフラの整備を検討中。札幌市では、
大規模商用水素ステーションの整備や水素需要創出に向けた取組を
進めているほか、民間がネットゼロスマートシティや新交通システ
ムを構想。

ユーラスエナジーホールディングス
データセンター
（稚内市）

アルゴグラフィックス
データセンター
（北見市）

＜ステークホルダー＞
※洋上風力関連：HOKKAIDO洋上風力産業推進ネットワーク

（北海道、北海道経済産業局）、室蘭・西胆振
GX推進協議会（事務局：室蘭市）、函館渡島檜
山ゼロカーボン北海道推進協議会 等

写真提供：さくらインターネット(株)、ソフトバンク(株)、
(株)ユーラスエナジーホールディングス、北海道

集積への動き

必要な取組・インフラ

道央

道南

道北

道東

8

北海道GX・洋上風力産業クラスター



必要な取組・インフラ

＜食＞
●担い手不足への対応：省力化投資、ＡＩを活

用したスマート化の推進や農地の大区画化等。

●物流網：中継・加工拠点の整備、デジタルを活

用した共同輸配送等の推進。

●燃料供給網：中小企業政策を活用したＳＳ等の

エッセンシャルサービスの維持。

●インフラ：高規格道路（自動運転への対応も検
討）、水利施設、治水施設、港湾、空港、漁港等
の整備。

●高付加価値化
ＡＩを含む新技術導入･高次加工化、ブランド力
強化及び販路拡大等。

⚫ バイオ・フードテックの推進

●豊富で新鮮な食材、美しい自然景観等に恵まれた北海道で、食と観光は互いに大きなシナジーを持つ基幹産業。
●食・観光分野の成長産業化に向けた設備投資、新技術導入、ブランディングの動きが道内各地で活発化。
●十勝地方においては、ＡＩを活用した省力化や高付加価値化目指すための特区の動きあり。

集積への動き

＜観光＞
●ブランド化と発信：商標等の知的財産の

活用による観光資源のブランド化と発信。

●新たな観光資源開発：アドベンチャー
トラベル（ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ・ｱｲﾇ文化等）、ガスト
ロノミーツーリズム、プロスポーツ施設やコ
ンテンツと連携した街づくり・ＭＩＣＥ等。

●インフラ：北海道新幹線延伸、空港アクセ
スの充実・アクセス改善、道路・港湾・空港
整備等。

●ＭａａＳの推進：二次交通手段による周遊
性確保、情報発信、誘客のためのプラット
フォーム構築。

中小企業政策（省力化、高付加価値化、販路拡大、経営力強化等）、知的財産政策（ブランド化）、観光・交通政
策等を総合的に活用し、食と観光を軸とした地域産業を支援。

◆北海道食･観光産業クラスター群

道内各地の取り組みの連携により、
道内全域で集積・成長が見込まれる。

＜ステークホルダー＞
※観光：北海道観光機構 等

観光客の分散化と季節変動の平準化
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北海道食・観光産業クラスター群
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２．エッセンシャルサービス（ES）
産業政策について
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ES供給の持続性を確保する必要性
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対策が必要な地域・業種
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国内経済に及ぼす影響
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採算性維持に向けた効率化の方法
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支援策①：補助事業（生活維持役務等効率化促進事業） 令和8年度当初3.0億円【新規】



16

支援策②：認定制度（生活維持物品役務需要減等事業適応計画）


